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共通化の対象選定に向けた令和６年度の対象候補の選定及び作業依頼について

（案） 

 

令和６年 10 月 29 日 

国・地方デジタル共通基盤推進連絡協議会 

 

国・地方デジタル共通基盤の整備・運用に関する基本方針（令和６年６月 21

日閣議決定。以下「本基本方針」という。）に基づき、共通化の対象候補となる

業務・システムは、以下１～１２のとおりとする。 

各制度所管府省庁におかれては、本基本方針に基づき、以下の「依頼事項」の

とおり対応をお願いしたい。その上で、共通化の対象を選定することとする。 

 

Ⅰ デジタル化に伴う事業活動等の変容に即した行政手法の改革 

 

１．入札参加資格審査システム 

(1) 制度所管府省庁 

 総務省 

 

(2) 選定の理由 

現在、事業者が地方自治体の入札参加資格を得るためには、地方自治体に入

札参加資格審査の申請を行うために来庁し、申請を紙により提出する必要があ

る地方自治体が多い。 

 一部の地方自治体では、電子申請システムを導入しているが、区域をまたが

って活動する事業者にとってはそれぞれの電子申請システムに対応しなけれ

ばならず、煩雑となっている。 

 入札参加資格審査の業務のためにシステムを導入し、電子申請を行えるよう

にすることは、事業者にとって来庁等の手間の削減に資するとともに、地方自

治体にとっても審査業務の効率化に資するものである。 

 入札参加資格審査の業務は、審査基準については各地方自治体が地域の実情

に応じて工夫をする場合があるが、業務自体は共通的なものであり、また、入

札参加資格の申請のための項目については、総務省において標準仕様を示すな

ど、一定の進捗がある。このような状況を踏まえ、それぞれの地方自治体がシ

ステムを構築するよりも共通化した方がトータルコストを最小化できると考

えられるため、入札参加資格審査システムを共通化の対象候補とする。 

 ＜参考＞「共通化すべき業務システムの対象候補に関する提案募集」（以下

「提案募集」という。）（#216、217、218、219、200） 

資料 
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(3) 依頼事項 

 総務省は、令和７年３月末までに、共通化の方法や今後のスケジュールを記

した推進方針案を策定されたい。 

 その際、既にシステムを導入している地方自治体にとっての共通化後の調整

コスト等や入札参加資格の審査以降の後続の手続のデジタル化を念頭にいれ

ながら、国・地方を通じたトータルコストを最小化する具体的な方法を検討さ

れたい。 

 検討状況については、令和６年 12 月に国・地方デジタル共通基盤推進連絡

協議会（以下「国・地方連絡協議会」という。）に対し、中間報告されたい。 

 

２．環境法令に係る申請・届出システム 

(1) 制度所管府省庁 

 環境省、デジタル庁 

 

(2) 選定の理由 

現状、各種環境法令に基づく申請・届出については、事業者は地方自治体に

来庁し、申請・届出を紙により提出する必要がある団体が多い。一部の地方自

治体では、独自の電子申請システムを導入しているが、区域をまたがって活動

する事業者にとってはそれぞれの電子申請システムに対応しなければならな

い状況となっている。 

 環境法令に基づく申請・届出についてシステムを導入することにより、事業

者の来庁の手間を減らすなど、利便性の向上に資するとともに、地方自治体が

申請・届出の事務処理の効率化やデータ収集の効率性を高めることに資すると

考えられる。 

 本業務は、地方自治体ごとの条例による上乗せ、横出し規制もあることから、

届出の項目・様式等が地方自治体により異なる実情があるが、手続自体は地方

自治体にとって共通のものであり、令和６年度分権提案で地方自治体が求める

措置に対応できる既存システムが存在しないことに鑑み、それぞれの地方自治

体が構築するよりも共通化した方がトータルコストを最小化できると考えら

れるため、環境法令に係る申請・届出システムを共通化の対象候補とする。 

＜参考＞「令和６年の地方分権改革に関する提案募集」（以下「令和６年地

方分権提案」という。）（管理番号 28、49） 

 

(3) 依頼事項 

環境省は、デジタル庁と連携し、令和７年３月末までに、共通化の方法や今
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後のスケジュールを記した推進方針案を策定されたい。 

 その際、政府全体で e-Gov の利用を促進していることを踏まえ、地方自治体

の声を聴きながら、環境省とデジタル庁との間の緊密なコミュニケーションを

確保されたい。また、環境省は、地方自治体ごとの条例による上乗せ、横出し

規制のある環境法令等に係る申請手続において、デジタル庁が環境整備等を実

施する e-Gov を利用したオンライン申請が可能となるように必要な措置を、

デジタル庁は、環境省が実施する e-Gov を利用した同手続のオンライン化に

おいて、環境省と連携し、実現方法について検討し、その結果に基づいて必要

な措置を、それぞれ検討されたい。そして、これらの取組等により、国・地方

を通じたトータルコストが最小化する方法を検討されたい。 

検討状況については、令和６年 12 月に国・地方連絡協議会に対し、中間報

告されたい。 

 

３．建築確認電子申請システム等 

(1) 制度所管府省庁 

 国土交通省 

 

(2) 選定の理由 

現在、建築確認関係の事務については、申請の受付から建築計画概要書等の

閲覧まで、大量の書類のやり取りがなされている。例えば、建築計画概要書等

の閲覧については、オンライン閲覧システムを導入している特定行政庁がわず

かにある程度であり、未導入の場合は、庁舎内の専用端末で閲覧可能なケース、

窓口で紙でしか閲覧できないケース等、デジタル対応に差異がある。くわえて、

閲覧のオンライン化を行うに当たっての個人情報の取扱いについて、国土交通

省において統一的な基準を示すことが提案団体から求められている。 

 この点、現在、国土交通省においては、建築確認を始めとする建築基準法等

に基づく一連の行政手続をデジタル化するための電子申請受付システム等の

構築を検討しているところであり、建築計画概要書等の閲覧についても、本シ

ステムの機能を拡張して対応されることが想定されている。 

 建築確認等の業務は特定行政庁にとって共通のものであり、閲覧のオンライ

ン化を含め、建築確認手続のエンドツーエンドでのオンライン完結を進めるこ

とにより、窓口に出向く時間の削減や手続の受付時間の拡大等、利用者の利便

性につながるとともに、特定行政庁にとっても、データ化に伴う情報管理の効

率化等が期待される。 

＜参考＞令和６年地方分権提案（管理番号 4） 
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(3) 依頼事項 

国土交通省は、令和７年３月末までに、共通化の方法や今後のスケジュール

を記した推進方針案を策定されたい。 

検討状況については、令和６年 12 月に国・地方連絡協議会に対し、中間報

告されたい。 

 

４．預貯金照会のオンライン化の拡大 

(1) 制度所管府省庁 

 デジタル庁（警察庁、金融庁、総務省、法務省、財務省、厚生労働省） 

 

(2) 選定の理由 

現在、生活保護を始め、地方税、国税、国民健康保険等、様々な行政事務の

執行上の必要性から、金融機関に対し預貯金等の取引状況を確認する業務があ

る。 

預貯金照会のオンライン化の拡大については、地方自治体及び金融機関双方

の事務負担が軽減されるほか、迅速かつ適正な行政事務の遂行が図られるもの

であると認識しているが、既に普及拡大が進んでいる民間事業者が提供する当

該照会サービスについては、導入金融機関が一部に限定されていることや、当

該照会サービスの利用に関して、地方自治体から課題があると指摘されている。 

本業務については国及び地方自治体にとって共通のものであり、それぞれの

地方自治体がシステムを構築するよりも共通化した方がトータルコストを最

小化できると考えられるため、預貯金照会システムのオンライン化の拡大を共

通化の対象候補とする。 

＜参考＞令和６年地方分権提案（管理番号 56、79） 

 

(3) 依頼事項 

 デジタル庁は、警察庁、金融庁、総務省、法務省、財務省、厚生労働省の協

力を得て、令和７年３月末までに、オンライン化の拡大について、今後のスケ

ジュールを記した推進方針案を策定されたい。 

 その際、地方自治体におけるサービス導入・コスト負担の意向が共通化の取

組を通じて一定程度判明することを前提に、預貯金オンライン照会サービスを

提供する事業者と対話し、競争環境上の課題（民業圧迫の回避を含む）を検討

されたい。 

 検討状況については、令和６年 12 月に国・地方連絡協議会に対し、中間報

告されたい。  
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Ⅱ デジタルの活用により可能となる国・地方自治体関係の合理化 

 

Ⅱ―１ クラウドの活用による情報集約手法のフラット化 

 

５．選挙結果に関する調査・報告システム 

(1) 制度所管府省庁 

 総務省 

 

(2) 選定の理由 

現状、国政選挙後の選挙関係調査（諸事項の調査及び結果調）については、

市町村が、都道府県を経由して、国に報告しているが、エクセルファイルによ

り集計等を行っているため、作業に時間を要している。 

 市町村が収集した国政選挙結果等の情報を都道府県経由で国に報告する選

挙関係調査業務について、全国共通のオンラインシステムを導入することによ

って、当該調査に係る国及び地方自治体の事務負担の軽減を図ることが期待さ

れる。 

 本業務については地方自治体にとって共通のものであり、国政選挙が常時行

われるものではないことに鑑み、それぞれの地方自治体が構築するよりも共通

化した方がトータルコストを最小化できると考えられる。現在、総務省におい

て国政選挙の結果を選挙人に対して速やかに周知するための「投・開票速報オ

ンラインシステム」の刷新作業を進めており、本システムの対象業務に選挙関

係調査業務を追加することを前提に、本システムを共通化の対象候補とする。 

 ＜参考＞令和６年地方分権提案（管理番号 39） 

 

(3) 依頼事項 

 総務省は、令和７年３月末までに、「投・開票速報オンラインシステム」の

刷新スケジュールを記した推進方針案を策定されたい。 

 その際、システム導入後のリハーサルやヘルプデスクの仕組み等を併せて検

討されたい。 

検討状況については、令和６年 12 月に国・地方連絡協議会に対し、中間報

告されたい。 

 

６．ふるさと納税の返礼品確認システム 

(1) 制度所管府省庁 

 総務省 
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(2) 選定の理由 

 ふるさと納税制度においては、地方税法等に基づき、地方自治体が申出書を

国に提出した上で、総務大臣による指定の基準に適合する地方自治体について、

当該制度の対象として指定することとなっている。現状、総務大臣による指定

等のために必要な返礼品の確認手続は、市区町村から都道府県を経由して、エ

クセルファイルをメールで転送することで行っているため、国や都道府県にお

ける取りまとめや記載内容の確認、ファイル管理等の作業に時間を要している。 

 ふるさと納税制度の趣旨に沿って返礼品の提供が適正に行われることを担

保しつつ、返礼品の確認に要する時間を短縮することは、国及び地方自治体の

事務負担を軽減するとともに、各地方自治体における返礼品提供の迅速化につ

ながることも期待される。 

 本業務は、地方税法に基づく総務大臣による指定等のために必要なものであ

り、地方自治体にとって共通の業務、かつ、既存システムが存在しないことに

鑑み、国の共通のシステムを地方自治体に提供した方が事務負担を含めたトー

タルコストを最小化できると考えられるため、ふるさと納税の返礼品確認シス

テムを共通化の対象候補とする。 

＜参考＞令和６年地方分権提案（管理番号 25、89） 

 

(3) 依頼事項 

総務省は、令和７年３月末までに、共通化の方法や今後のスケジュールを記

した推進方針案を策定されたい。 

その際、現在、一部の地方自治体で試行的にシステムを利用している成果を

整理し、共通化の効果を見積もるとともに、国・地方を通じた事務負担を含め

たトータルコストを最小化する具体的な方法を検討されたい。 

検討状況については、令和６年 12 月に国・地方連絡協議会に対し、中間報

告されたい。 

 

７．国家資格等情報連携・活用システムの利用拡大 

(1) 制度所管府省庁 

 デジタル庁、内閣府地方分権改革推進室、国家資格を所管する府省庁 

 

(2) 選定の理由 

 国家資格等（都道府県資格を含む）については、これまで各資格管理者が必

要なシステムを構築、運用してきた。このためその手続は基本的に、紙・対面・

アナログによるものであり、また、各資格管理者においてシステム構築等のコ

ストが発生していた。 
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こうした国家資格等の手続や管理をオンライン・デジタル化するため、デジ

タル庁は、国家資格を所管する府省庁等と連携し、必要な法改正や各資格管理

者が利用できる汎用的な国システムの構築を進めてきた。 

本年８月６日より介護福祉士等４資格で利用を開始することとなり、今後、

様々な国家資格での利用を予定している。 

本システムの利用を予定する約 80 資格の中には都道府県が資格管理者又は

経由事務実施者となるものも多く、本システムの利用により、国家資格保有者

の利便性が向上するとともに、国家資格を管理する都道府県の負担を大きく軽

減するものと見込まれる。 

このため、本システムを共通化の対象候補とすることで、都道府県での円滑

な本システムの利用拡大を推進する。 

 

(3) 依頼事項 

デジタル庁及び内閣府地方分権改革推進室は、国家資格を所管する府省庁と

連携し、令和７年３月末までに、国家資格等情報連携・活用システムの利用拡

大のスケジュール、利用するための支援策、都道府県の経由事務の廃止を含め

た事務の軽減策等を記した推進方針案を策定されたい。 

 

８．経由調査の一斉調査システムの利用拡大等 

(1) 制度所管府省庁 

 内閣官房行政改革推進本部事務局、調査を所管する府省庁、総務省 

 

(2) 選定の理由 

 内閣官房行政改革推進本部事務局が「各府省等が行う調査等を改善するため

の恒常的な仕組みについて（令和５年１月～３月実施分の調査等）」において

把握している経由調査（地方自治体を経由して国が集計・分析する調査をいう。）

については、都道府県による調査様式等の転送等をやめ、クラウドを活用した

システムを導入することにより、経由機関における事務の効率化に資すること

が予想される。 

各府省が実施する経由調査については、その趣旨、調査内容、地方自治体を

経由している理由等が多様であると考えられることから、まずは実態を把握し

た上で合理化の在り方を検討する必要があるが、例えば、現在、共通システム

として、総務省が管理する調査・照会システム（以下「一斉調査システム」と

いう。）があることから、一斉調査システムを活用することを促進しつつ、リ

アルタイムに近い形で情報を収集分析する必要がある場合や、データの発生源

から自動的にデータを収集する必要がある場合等、合理的な理由がある場合に
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は、当該調査を行うための専用のシステムを構築することも考えられる。 

 

(3) 依頼事項 

内閣官房行政改革推進本部事務局は、総務省1の協力を得て各府省が実施す

る経由調査に係る業務の実態を把握しつつ、制度所管府省庁と協議し、令和７

年３月末までに、一斉調査システムの利用拡大に向けたスケジュールを記した

推進方針案を、国全体の調査事務の改革・改善の観点も踏まえ、策定されたい。 

 その際、各府省は、来年２月に予定している一斉調査システムの改修も踏ま

えて、一斉調査システムの利用拡大を検討することとし、総務省は一斉調査シ

ステムの利用機会の提供や利用方法について各府省をサポートされたい。 

 

Ⅱ―２ システム共用化による国の制度改正への対応の即時化・省力化 

 

９．社会福祉施設等に対する指導検査業務のシステム 

(1) 関係団体 

 デジタル庁及び東京都（指導検査業務等の制度所管省庁） 

 

(2) 選定の理由 

地方自治体は、住民が安心して質の高い行政サービスを利用できるようにす

るため、事業者に対して、法律や基準等に基づき適正にサービス等を提供する

よう、事業者の指導や育成に取り組んでいるが、指導検査を行う際、事業者は

大量の書類を紙にして地方自治体に提出し、その指導検査は対面で行われるこ

とがほとんどであるのが現状である。また、指導検査の基準も、社会情勢等の

変化による法令改正等の結果、随時変更が生じている。 

 東京都において、本業務のデジタル化について令和３年度から検討を進め、

令和５年４月から全国に先駆けて社会福祉施設等に対する指導検査業務シス

テムの本格運用を開始しており、ユーザーアンケートにおいても高い評価を得

ているものである。 

社会福祉施設への指導検査業務は福祉分野の各法令に基づく業務であり、本

来であれば当該制度の所管省庁である厚生労働省等が検討主体であるべきで

あるが、その他分野の事業者への指導検査業務にも対象を拡大できる可能性が

あることや、事業者への指導検査業務は地方自治体等の行政において共通的に

実施されていること、本システムは事業者への指導検査における検査基準の変

 
1 総務省⾏政評価局（実現可能性調査や BPR の前提となる現場の実態把握・課題発掘のた
めの調査の⽀援）等 
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更にも対応できる可能性があること、また、他の地方自治体では導入が進んで

いないことなどを踏まえると、それぞれの地方自治体が構築するよりも共通化

した方がトータルコストを最小化できると考えられるため、社会福祉施設等に

対する指導検査業務のシステムを共通化の対象候補とする。 

＜参考＞提案募集（#230） 

 

(3) 依頼事項 

 デジタル庁は、東京都の協力を得て、令和７年度にかけて、社会福祉施設等

に対する指導検査業務システムが利用拡大できるかの適用可能性を検証され

たい。 

デジタル庁による技術的な検証結果を踏まえて、指導検査業務等を所管する

省庁、デジタル庁及び東京都は、それぞれ協議して、令和８年３月末までに、

推進方針案を策定されたい。 

 

１０．事業者・自治体間の障害福祉関係手続に関するシステム（事業所台帳管理

システムを含む。） 

(1) 制度所管府省庁 

 厚生労働省 

 

(2) 選定の理由 

 障害のある方々に障害福祉サービス等を提供する事業者は、障害者総合支援

法に基づき、都道府県等から指定を受けるための申請を含む各種申請・届出等

の手続を行う必要がある。現在、その手続は、事業者が紙の書類を対面で都道

府県等に申請し、都道府県等は紙の書類に基づき、事業所情報をそれぞれ独自

の事業所台帳管理システムに入力し、事業所の管理を行っていることが多い。  

障害福祉サービス指定事業者等は、各都道府県の国民健康保険団体連合会

（国保連）に対し、サービス提供の報酬を請求するが、その際、都道府県等は

当該国保連に対し、報酬算定となる事業者の基礎資料を、事業所台帳管理シス

テムから出力して提供している。 

事業者から都道府県等への指定申請等を電子的に行うことができるシステ

ムの整備については、既に「規制改革実施計画」（令和５年６月 16 日閣議決定）

に盛り込まれており、これに向け、厚生労働省では、令和５年度に標準様式等

の作成、令和６年度に調達様式・要件定義の作成やシステムに必要な機能の検

討を進めており、令和７年度概算要求で独立行政法人福祉医療機構においてシ

ステムを構築するために必要な経費を計上している。これに加えて、業務管理

体制に係る指導監査に必要な事業者情報を登録する業務管理体制データ管理
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システムについても、事業者等がオンラインで届出を行うためのシステム改修

に必要な費用を令和７年度概算要求に計上している。 

こうした中、地方自治体からの提案募集の中で、３年に一度行われる報酬改

定や、その他の改正制度の都度、求められる基礎資料が変わることから、事業

所台帳管理システムの改修が必要となり、都道府県等の負担となっていること

についての指摘があり、システム共通化の提案が行われたところ。 

事業者・自治体間で行われる障害福祉関係の手続については、都道府県等に

とって共通のものであり、事業所台帳管理システムに加え、電子申請・届出シ

ステムや業務管理体制データ管理システムも併せて共通化した方がトータル

コストを最小化できる可能性があるため、共通化の対象候補とする。なお、既

にこれらの整備に向けた調整が進んでいることから、関係者との調整、他の地

方自治体の意向、共通化のフィージビリティ等の検討を進める必要がある。 

＜参考＞提案募集（#228、229） 

 

(3) 依頼事項 

 厚生労働省は、令和７年３月末までに、共通化することが適当かを検討し、

共通化する場合は、その方法や今後のスケジュールを記した推進方針案を策定

されたい。 

その際、報酬改定等の制度改正による地方自治体への影響を最小限にするこ

とを含め、障害福祉サービス等事業者等の指定申請から報酬請求までの全体の

業務のフローのデジタル化を進め、国・地方を通じたトータルコストを最小化

する具体的な方法を検討されたい。 

 

  



11 
 

Ⅲ データの可視化・活用による政策実施等の的確化 

 

１１．重層的支援体制整備事業における相談記録プラットフォーム 

(1) 制度所管府省庁 

 厚生労働省 

 

(2) 選定の理由 

住民が抱える困難や生きづらさが多様化・複雑化する中、地方自治体が、限

りある人員でも、住民に寄り添い、きめ細かな相談支援を行えるよう、現場の

声を取り入れながら、デジタル技術を活用することにより、人と人との相談の

時間の充実確保や、多様な関係者間が安全かつ確実に連携できる体制の構築を

目指し、都道府県がイニシアティブを発揮し、デジタル田園都市国家構想交付

金 TYPES を活用して、重層的支援体制整備事業において多様な関係者間の情

報共有を行うための相談記録プラットフォームのプロトタイプの開発を 2024

年度中に進めている。 

本プラットフォームは重層的支援体制整備事業を行う地方自治体が共通的

に利用できるものとして設計しており、それぞれの地方自治体が構築するより

も共通化した方がトータルコストを最小化できると考えられるため、本プラッ

トフォームを共通化の対象候補とする。 

 

(3) 依頼事項 

厚生労働省は、令和７年３月末までに、千葉県や千葉県内市町村が開発して

いるプロトタイプの進捗状況等を踏まえ、共通化の方法や今後のスケジュール

を記した推進方針案を策定されたい。 

その際、当該プロトタイプを前提に、共通化の効果を具体的に見積もるとと

もに、国・地方を通じたトータルコストを最小化する具体的な方法を検討され

たい。 

検討状況については、令和６年 12 月に国・地方連絡協議会に対し、中間報

告されたい。 

 

１２．自治体が保有する行政データの匿名加工・統計データ化システム 

(1) 制度所管府省庁 

 総務省 

 

(2) 選定の理由 

 地方自治体がデータに基づく政策の企画立案等を目的に、基幹業務システム
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等に保有するデータを匿名化し、統計情報を効率的に作成・分析する仕組につ

いては、一部の地方自治体で先進的に実施されている。こうしたデータの匿名

加工・統計処理を行うシステムについては、一定の共通性が認められるもので

あり、各地方自治体が共通のシステムを利用する場合には、それぞれが構築す

るよりも、コスト面も含め、効率化が図られると考えられるため、共通化の対

象候補とする。 

なお、地方自治体が保有する行政データを匿名加工・統計処理し、活用する

のは、地方自治体独自の取組であり、横断的な分野に係る自治体行政全般の経

営に関する業務である観点からは、自治体 DX を始めとして行政運営の支援を

担当する自治行政局とデータの取扱い等について知見を持つ統計局等を有す

る総務省において推進されたい。 

＜参考＞提案募集（#210、211、212、213、214、215） 

 

(3) 依頼事項 

総務省は、令和７年３月末までに、取組の今後のスケジュールを記した推進

方針案を策定されたい。 

 その際、参考となる取組を行っている地方自治体の例も踏まえつつ、匿名加

工や統計処理を行う場合の課題等を把握・検証する方法や、共通化の効果につ

いて検討する方法を明らかにされたい。また、データの分析・利活用の進め方

は各地方自治体が必要に応じて自主的に行うものであり、データの分析・利活

用の好事例を参考として示していくことも併せて検討されたい。 

検討状況については、令和６年 12 月に国・地方連絡協議会に対し、中間報

告されたい。 
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【調査・検討】20 業務に密接に関連する業務のシステム状況調査及びその結果

を踏まえ、共通化の是非や可能性を検討 

(1) 制度所管府省庁 

 デジタル庁 

 

(2) 選定の理由 

 密接関連業務（地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和３年

法律第 40 号）に基づき標準化を進めている 20 業務に係るシステムと情報連

携するシステムに係る業務（20 業務を除く。）をいう。以下同じ。）に係るシス

テムについては、20 業務に係るシステムとの情報連携を円滑かつ確実に行う

観点から、共通化を進める対象候補となり得るものである。 

一方で、密接関連業務やそのシステムについては、例えば、同一名称のシス

テムであっても異なる機能を有する場合や、同じ機能を有するシステムであっ

ても異なる名称であるなど、地方自治体間でその態様に差異があり、その実態

が不明確である。 

こうした課題を検証の上で今後の共通化の是非や可能性を検討するには、密

接関連業務のシステムの外延や共通化に当たってのハードル、費用対効果を整

理した上で、制度改正の影響によるシステム改修の頻度を含め、その実態を調

査し、20 業務の標準化の動向を見据えて、共通化対象とするか否かを検討す

る必要がある。 

 

(3) 依頼事項 

 デジタル庁は、令和７年３月末までに、密接関連業務やシステムの外延、ハ

ードル（課題や費用対効果）等を整理した上で、共通化の是非についての考え

方を検討されたい。 

 


